
文部科学省「研究大学強化促進事業」広島大学
～人類の未来社会に貢献する大学～ 平成２５年度配分予定額：３００百万円

多様な研究成果が人材育成、産業活性化・イノベーション創出に直結し､人類の未来社会に貢献する
世界トップレベルの研究大学を目指し、以下の研究力強化に取り組む。
○学術系・専門系・事務系人材が総合力を発揮できるURA組織体制を整備し、研究戦略から資金獲得、
プロジェクトの立ち上げ・実施、成果の活用・発信まで一連の研究支援活動を実施

○多段階の研究拠点育成・選定システムを整備し、URA等による重点支援を実施
○個人評価の点数化・処遇への反映、年俸制の適用拡大により、研究人材を確保・育成
○ライティングセンターの拡充、研究者招聘、国際共同研究支援等により、国際研究活動を活性化

【課題と強化方針】

(1) URAをはじめとする研究推進

体制・研究環境の整備

(3) 優れた研究人材の確保・育成

のための競争的環境の確立

(4) 国際研究活動の活性化

(2) 世界的研究拠点の継続的

創出

トップ研究者の層が薄い

国際共同研究・国際的な成果発信が不十分

大型プロジェクト・融合型研究が少ない

研究環境・支援体制が不十分
研究者自らが管理業務等を行わなければならない環
境にある

大学として支援・育成し、融合領域の組織化を行うとい
う姿勢が消極的

競争的環境の醸成が出来ていない
優れた研究者を評価して処遇する制度が不十分

海外との交流・連携体制が不十分
国際発信意識が希薄



ＵＲＡ組織体制の整備
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研究推進機構
副機構長：研究担当理事・副学長

メンバー：関係理事・副学長、全研究科長等

機構長：学長

部 局
アソシエイトURA（50名）

大学経営企画室

研究情報分析（IR）

高等教育研究開発
センター URA研修

社会産学連携室

成果活用・社会産学連携

研究担当理事・副学長

意思決定

実施機関

U R A 本 部

成果の活用・発信
プロジェクト

立ち上げと実施
研究戦略と資金獲得

研究企画会議

シニアURA、分野代表教員

H24.10設置済

財務・総務室

予算・人事

事業評価

外部評価委員会

教育・国際室

国際交流・留学生確保

技術センター

増員（6名）で支援強化

3層のURA

シニアURA,  URA

アソシエイトURA

学術系、専門系、事務系

異なる得意分野
チームで支援

シニアURA 2名、URA 8名
新規雇用

年俸制を基本

本学独自のURA人材育成プ
ログラムの開発・運営

3層のURA

シニアURA,  URA

アソシエイトURA

学術系、専門系、事務系

異なる得意分野
チームで支援

シニアURA 2名、URA 8名
新規雇用

年俸制を基本

本学独自のURA人材育成プ
ログラムの開発・運営

専門系

学術系

事務系

シニアURA （3名）、
URA（16名）
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審査

研究拠点

インキュベーション研究拠点

審査

毎年4～5拠点

多様な研究グループの自発的ス
テージ
• 科研費など獲得支援(URA)

（助言制度、スタートアップ支援）
• 研究プロジェクト立ち上げ・

形成支援 (URA)

インキュベーションステージ
• URA・技術職員の配置

（異分野融合・拠点活性化支援）
• 全学共有スペースの貸与
• ポスドクなど雇用経費支援

•

• 外部資金で自立
• 研究員の雇用経費支援
• URA・技術職員の配置

（異分野融合・拠点活性化支援）

• 全学共有スペースの貸与

自立ステージ

3年以内の支援

5年ごとの評価
継続・改廃
（3年で中間評価）

「研究拠点」「インキュベーション研究拠点」は
研究推進機構で選定、定期的な外部評価を行う

研究拠点育成・選定システム整備

数理生命数理生命

宇宙科学宇宙科学

革新的ものづくり革新的ものづくり

障がい者教育・
アクセシビリティ
障がい者教育・
アクセシビリティ

平和・多文化共生平和・多文化共生

有機薄膜有機薄膜

脳と心・感性脳と心・感性

半導体・ハイパー
ヒューマン

半導体・ハイパー
ヒューマン

環境・エネルギー環境・エネルギー

放射線ゲノム障
害・再生医療

放射線ゲノム障
害・再生医療

大型プロジェクト

多様な萌芽的グループ産学連携プロジェクト

プロジェクト研究センター

DP/DR中心の研究グループ

国際共同
分野融合
学際研究
産学連携



○個人評価の点数化と処遇への反映（ボトムアップ）

個人評価の点数化（教育・研究・社会貢献等）

（工学研究院においてH22から先行実施）

→個人に結果を公開 →処遇への反映

【効果】 国際論文数の増加

教員の役割分担の適正化

人事評価システムの「全学展開」

※国際研究活動を重視

（ＳＣＩ論文、高IF誌への投稿等）

○研究成果の国際認知度の向上
（システム化と個別支援の効果的運用）

海外発信力の向上

• 海外有力校との博士課程ダブルディグリーシステム

• 国際共同研究のための客員（特任）教授の招聘

（サバティカルリーブの利用、大学院集中講義との組合せ）

• 研究者の国際共同研究支援（渡航、滞在費等）

留学生受入増

国際共同研究活性化

• ライティングセンターの拡充
1. 国際発信力育成教育：ロジカルライティング、英文作成指導他

2. 国際発信支援業務：論文の英文校閲、人文社会系の英文発信

支援（英語抄録・ 叢書の発刊）

• 英語による授業の拡大

（平成29年度までに約300科目から約1,600科目へ）

国際研究活動の活性化人事システム改革

多様な人材の確保
○年俸制の適用拡大


